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実践 NO.1826 

 

蒸暑地域の住まいにおける「外皮」概念の再編と沖縄モデルの提示 

 

 
主査 松田 まり子＊１ 

委員 伊志嶺 敏子＊２，清水 肇＊３，中本 清＊４，平良 啓＊５，金城 優＊６ 

 

「蒸暑地域の住まいのあり方を『外皮』概念の見直しを通じて提起する」 

 建築物省エネ法に基づく省エネ基準に対して建築設計者の活動団体である「沖縄の気候風土適応住宅連絡推進会議」（連

絡会議）は，蒸暑地域の住まいづくりの原則を示し，省エネ施策の改善を求める活動を行ってきた。住宅の外部から内部

までの多様な要素で熱を制御し風を活用する遮熱，湿度対策などは，外皮基準と異なった考え方による住まいづくりの方

法である。連絡会議は沖縄の気候風土に適した住まいづくりの考え方の十原則を公開研究会で提示し，提言を作成し，沖

縄県や国土交通省に意見を伝える活動を行った。この間，国土交通省が沖縄県での冷房期の平均日射熱取得率の数値の見

直し案を示すなど，国の対応の展開も見られた。 

 

キーワード：１）蒸暑地域，２）環境共生，３）気候風土適応住宅， ４）建築物省エネ法，５）省エネ基準，６）外皮 

 

REFORMATION OF IDEA OF "BUILDING ENVELOPE" AND PROPOSITION OF OKINAWA MODEL 
FOR HOUSING IN HOT AND HUMID REGIONS 

             

 
Ch. Mariko Matsuda 

Mem. Toshiko Ishimine， Hajime Shimizu， Kiyoshi Nakamoto， Hiromu Taira， Masaru Kinjo 

 

Proposition of principles of housing in hot and humid climate and requirement for revision of building 
energy policy 
 Liaison committee for proper housing in climate of Okinawa has been discussing and proposing the ways of housing in hot and 

humid climate and requiring improvement of measures and policies of building energy efficiency. The committee claimed that 

architects in Okinawa have ways to control hot humid climate with multiple elements surrounding a house and they are fundamentally 

different ideas from "building envelope standard" by building energy efficiency act. The committee presented principles of housing in 

Okinawa's climate and expressed concerns to Okinawa prefecture and Ministry. In 2019 the Ministry revised the measures and 

announced a plan to readjust the standards. 

  

 
1. 活動の背景 

1.1 建築物省エネ法と「省エネ基準」 

 国の省エネルギー政策は，今後の日本の住まいづくり

に大きな影響を及ぼす可能性がある。 

 「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律」

（2015 年公布，以下，建築物省エネ法）にもとづく省エ

ネルギーのための建築関連の基準（以下，省エネ基準）

は，住宅について，国内を８地域に区分し，地域ごとの

建築の内外の境界（外皮）に関する基準値を定め，算定

される設計一次エネルギー消費量が基準値を上回らない

ものとしている。 

 本稿執筆時点（2019 年 10 月）時点で，300 ㎡以上の建

築物の新築，増築の際の届出の義務付け，「住宅トップラ

ンナー制度」（年間 150 戸以上を供給する住宅事業者に遵

守を促す）等により「省エネ基準」が推進されている。 

 2018 年 11 月までの時点では，2020 年に小規模住宅を

含む全ての新築住宅の省エネ基準遵守の義務化がなされ

るものとされていた。 

 

1.2 沖縄県（８地域）における問題点 

 省エネ基準はＵA値（外皮平均熱貫流率）とηAC値（冷

房期の平均日射熱取得率）の基準値を地域ごとに定め，
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定である。 
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査，日本建築士会連合会の統括事務局および国土交通省

の担当者と沖縄の建築設計関係者の意見交換の機会があ

った。この際の聞き取り調査や意見交換の具体的な対応

は連絡会議が実質を担っていた。 

 以上のとおり，連絡会議は省エネ基準の沖縄での運用

に関わる課題を検討する場であるとともに，県，国等の

動きに対応して県内建築設計関連団体の対応を取りまと

める役割を担うこととなった。 

 

1.5 助成を受けた実践活動の期間の取り組みの概要 

 前節までが，今回，助成を受けた実践活動の期間の直

前までの状況である。 

 本稿は，前節で記した活動に続いて，住総研実践助成

を受けた期間（2018 年６月〜2019 年 10 月）の取り組み

について記すものである。 

 活動助成を受けた６名は，連絡会議の設立前から特定

非営利活動法人・蒸暑地域住まいの研究会の活動を通じ

て，沖縄の気候風土に適した住まいづくりに関わる活動

に取り組んでおり，連絡会議の活動にあたっては会員と

して，あるいは，幹事，事務局の立場で活動の主要な部

分を担ってきた。以下に記す活動は，基本的に筆者らを

含む連絡会議の活動として行ったものである。 

 住総研実践助成を受けた期間においての活動の目的は，

①沖縄の住宅設計で行われてきた環境性能向上の取り組

み事例を収集し，蒸暑地域における住宅設計の原則を示

し，省エネ基準の課題を明らかにすること，②課題につ

いての沖縄の建築設計者の認識の共有を広げ，省エネ施

策の改善に関わる活動をおこなうこと，であった。 

 省エネ基準の課題の明確化については，沖縄の住宅設

計者が行ってきた気候風土に適した住宅設計の実践と課

題認識を系統的に整理し資料を作成した。作成した資料

を用いて 2019 年８月に連絡会議主催の公開研究会を開

催し，内容を参加者に公開した。 

 公開研究会での検討を経て資料をもとに「沖縄の気候

風土に適した住まいづくりについての提言」をまとめる

ことができた（2019 年 10 月）。 

 活動期間中には，国土交通省の省エネ基準の運用方針

と基準の見直しが行われ，国土交通省の担当者との意見

交換への対応や，国土交通省のパブリックコメント（実

践助成の期間中に２回実施）に対して沖縄県内の建築関

係者への内容の周知を行うなど，その時点ごとの課題に

沿った幅広い活動を行った。 

 

2. 沖縄の気候風土に適した住まいづくりの原則の整理 

2.1 原則に関わる項目の抽出 

 活動助成期間前の 2018 年１月に行った建築設計者か

らの意見収集および沖縄県他による既往の取り組みの資

料（表 2-1）の検討をもとに，沖縄の気候風土に適した

住まいづくりにおいて重要であり，省エネ基準の課題と

考えられる事項を以下の 10 項目に整理した。 

 ①基本的前提としての沖縄の気候について 

 ②方位と配置を考慮したプランニング 

 ③輻射熱への対応 

 ④外部空間での対処 

 ⑤風の活用と通風の工夫 

 ⑥湿度への対応 

 ⑦水利用の工夫 

 ⑧光利用の工夫 

 ⑨合理的な建築づくり 

 ⑩地域社会の中の住宅，家族と住まい 

 連絡会議では，この 10 項目の内容の検討を継続して行

い，2019 年８月に公開研究会を実施して，幅広い建築設

計関係者に成果を公開することを目標に設定した。 

 2019 年５月から８月にかけて，連絡会議の活動に関与

してきた６名の建築設計者注 4）の設計実践をもとにした

資料を作成した。資料は「沖縄の気候風土に適した住ま

いづくり・設計実践集（第一期）・気候風土を建築に翻訳

する」と題した A4 版 24 頁の冊子にまとめ，公開研究会

（3.3 で後述）で内容の報告を行った。 

 各項目は，沖縄の気候風土に適した住まいづくりにお

いて重視すべき内容を整理し，課題に対応する実践例を

示した上で，「省エネ基準」の問題点あるいは現時点で検

討が不十分である事項を示す形でまとめている。 

 冊子の内容の概要を，次項以下に項目ごとに説明する。 

 

表 2-1 沖縄の気候風土に適した住まいづくりに関する 

     既存の取り組み 

 

 

2.2 基本的前提としての沖縄の気候について 

 各設計者が設計にあたって考慮している沖縄の気候の

特質を日本の他の地域に比較すると以下の点をあげるこ

とができる。 

 年間を通して高い気温。ただし，夏季の最高気温は

33℃程度以下。夏季には強い日射による輻射熱が与えら

れる。 
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基準値を越えないことを求める（以下，外皮基準注１））。

沖縄県（省エネ基準の区分の８地域）の外皮基準は，ＵA

値の基準値はなくηACが 3.2 以下としている。 

 沖縄県においては，現行の外皮基準が示されて以降，

沖縄の建築設計者が通常の方法と考えている住宅設計の

多くが外皮基準に適合しないことが指摘されるようにな

った。 

 さらに筆者らは特定非営利活動法人・蒸暑地域住まい

の研究会の活動を通じて，沖縄の気候風土に適応し省エ

ネ性能を高めた住宅が外皮基準に適合しない問題を指摘

してきた。 

 沖縄県は 2017 年度に「沖縄らしい気候風土適応住

宅形成事業」を実施し，蒸暑地域住まいの研究会がそ

の作業に関与した。その際，県内の一般的な住宅のη

ACが大幅に 3.2 を越えること，さらには，沖縄県，環

境省，国土交通省それぞれのモデル事業で環境への適

応と省エネルギーを計って設計された住宅のいずれ

もηACが 3.2 を越えており，中には一般的な住宅より

もηACの値が高いものがあることを指摘した（表 1-1）。 

 この作業等を通じて，ηAC の値が高く外皮基準を満た

さないことは必ずしも省エネルギー性能が低いことを意

味しておらず，これまで沖縄の気候風土に適していると

考えられてきた住まいづくりの考え方と外皮基準が推奨

する住まいづくりの方向に相異があるのではないか，と

いう問題認識を得た。 

 

表 1-1 沖縄における環境共生型住宅等と外皮基準 

 
 

1.3 沖縄の気候風土適応住宅推進連絡会議の設立 

 気候風土適応住宅とは，2016 年３月に国土交通省住宅

生産課長から各都道府県および指定都市に発信された技

術的助言における省エネ基準の除外・緩和に関する規定

として示されたものである注２）。「地域の気候及び風土に

応じた住宅であることにより」外皮基準に適合させるこ

とが困難と認められるものについては，外皮基準を適用

せず，一次エネルギー消費量基準を緩和する，としてい

る。 

 沖縄県は，先述のとおり，「沖縄らしい気候風土適応住

宅形成事業」（2017 年度）による調査を実施し，外皮基

準の沖縄での適用に関する問題点と，気候風土適応住宅

の認定基準の方向性を検討した。その過程で，沖縄県建

築士会，沖縄県建築士事務所協会および日本建築家協会

沖縄支部の三団体（以下，「建築設計関連三団体」または

「三団体」）の役員等が検討過程に参加し，省エネ基準お

よび気候風土適応住宅についての認識を共有する機会を

持った。県の事業における検討を契機として三団体は，

気候風土適応住宅の認定基準の提案に先行的に取り組ん

でいた熊本県建築士会の訪問と資料収集（2017 年 9 月）

などを行い，沖縄の状況に即して省エネ施策に対応する

ことの必要性の認識を深めることになった。 

 三団体の役員および筆者らを含めた有志は「沖縄の気

候風土適応住宅推進連絡会議」（以下，「連絡会議」）を

2017 年 12 月に設立した。連絡会議の幹事は三団体から

選出され，三団体の省エネ基準に関わる連絡および共同

の活動を行う取り組みを開始した注 3)。 

 設立の時点では，政令である省エネ基準自体の改善は

容易でないものと認識し，気候風土適応住宅の認定基準

の検討が重要課題と考えていたことが連絡会議の名称に

反映している。 

 しかし，連絡会議の設立後の 2018 年 1 月頃以降，国土

交通省においても省エネ基準の運用方法や基準自体の検

討を継続しているという情報を得て，その後の活動では

省エネ基準に関わる課題全般を扱うこととなった。 

 連絡会議は，本稿執筆時点（2019 年 10 月末）までに

計 21 回（活動助成期間では 13 回）の拡大幹事会を開催

し，活動を継続した。 

 

1.4 助成期間以前（2018 年 6 月まで）の連絡会議の活動 

 設立直後に，沖縄県土木建築部建築指導課が省エネ基

準に関する資料作成に取り組むこととなり，県は省エネ

基準の運用にあたって想定される課題について建築関係

団体への意見照会をおこなった。この際に連絡会議が回

答の取りまとめと資料提供を行うこととなった。 

 この作業は 2018 年１月〜３月に取り組まれた。連絡会

議は沖縄の建築設計者から省エネ基準の課題に関わる意

見を収集し課題を整理した。県は連絡会議が整理した建

築関係者の意見を聴取した上で，沖縄での省エネ基準の

運用に関わる資料を作成し３月末には国土交通省との意

見交換を行っている。沖縄県としては地域の実情に沿っ

た省エネ基準の運用が必要であると認識しており，これ

以降，沖縄県と連絡会議の情報・意見交換が継続するこ

とになった。 

 2018 年 3 月からは日本建築士会連合会による「住宅の

省エネルギー性能等の調査」が行われた。この調査は省

エネ基準の運用，とくに延べ面積 300 ㎡未満の住宅にお

ける義務化へ向けて各地域における住宅の省エネ性能の

実態や設計者の取り組みを把握しようとするもので，８

地域では沖縄県建築士会が調査の実施にあたった。この

調査の一環として６月には，県内設計者への聞き取り調

274　　住総研   研究論文集 · 実践研究報告集 No.45, 2018 年版274　　住総研   研究論文集 · 実践研究報告集 No.46, 2019 年版



 

| 3 

査，日本建築士会連合会の統括事務局および国土交通省

の担当者と沖縄の建築設計関係者の意見交換の機会があ

った。この際の聞き取り調査や意見交換の具体的な対応

は連絡会議が実質を担っていた。 

 以上のとおり，連絡会議は省エネ基準の沖縄での運用

に関わる課題を検討する場であるとともに，県，国等の

動きに対応して県内建築設計関連団体の対応を取りまと

める役割を担うこととなった。 

 

1.5 助成を受けた実践活動の期間の取り組みの概要 

 前節までが，今回，助成を受けた実践活動の期間の直

前までの状況である。 

 本稿は，前節で記した活動に続いて，住総研実践助成

を受けた期間（2018 年６月〜2019 年 10 月）の取り組み

について記すものである。 

 活動助成を受けた６名は，連絡会議の設立前から特定

非営利活動法人・蒸暑地域住まいの研究会の活動を通じ

て，沖縄の気候風土に適した住まいづくりに関わる活動

に取り組んでおり，連絡会議の活動にあたっては会員と

して，あるいは，幹事，事務局の立場で活動の主要な部

分を担ってきた。以下に記す活動は，基本的に筆者らを

含む連絡会議の活動として行ったものである。 

 住総研実践助成を受けた期間においての活動の目的は，

①沖縄の住宅設計で行われてきた環境性能向上の取り組

み事例を収集し，蒸暑地域における住宅設計の原則を示

し，省エネ基準の課題を明らかにすること，②課題につ

いての沖縄の建築設計者の認識の共有を広げ，省エネ施

策の改善に関わる活動をおこなうこと，であった。 

 省エネ基準の課題の明確化については，沖縄の住宅設

計者が行ってきた気候風土に適した住宅設計の実践と課

題認識を系統的に整理し資料を作成した。作成した資料

を用いて 2019 年８月に連絡会議主催の公開研究会を開

催し，内容を参加者に公開した。 

 公開研究会での検討を経て資料をもとに「沖縄の気候

風土に適した住まいづくりについての提言」をまとめる

ことができた（2019 年 10 月）。 

 活動期間中には，国土交通省の省エネ基準の運用方針

と基準の見直しが行われ，国土交通省の担当者との意見

交換への対応や，国土交通省のパブリックコメント（実

践助成の期間中に２回実施）に対して沖縄県内の建築関

係者への内容の周知を行うなど，その時点ごとの課題に

沿った幅広い活動を行った。 

 

2. 沖縄の気候風土に適した住まいづくりの原則の整理 

2.1 原則に関わる項目の抽出 

 活動助成期間前の 2018 年１月に行った建築設計者か

らの意見収集および沖縄県他による既往の取り組みの資

料（表 2-1）の検討をもとに，沖縄の気候風土に適した

住まいづくりにおいて重要であり，省エネ基準の課題と

考えられる事項を以下の 10 項目に整理した。 

 ①基本的前提としての沖縄の気候について 

 ②方位と配置を考慮したプランニング 

 ③輻射熱への対応 

 ④外部空間での対処 

 ⑤風の活用と通風の工夫 

 ⑥湿度への対応 

 ⑦水利用の工夫 

 ⑧光利用の工夫 

 ⑨合理的な建築づくり 

 ⑩地域社会の中の住宅，家族と住まい 

 連絡会議では，この 10 項目の内容の検討を継続して行

い，2019 年８月に公開研究会を実施して，幅広い建築設

計関係者に成果を公開することを目標に設定した。 

 2019 年５月から８月にかけて，連絡会議の活動に関与

してきた６名の建築設計者注 4）の設計実践をもとにした

資料を作成した。資料は「沖縄の気候風土に適した住ま

いづくり・設計実践集（第一期）・気候風土を建築に翻訳

する」と題した A4 版 24 頁の冊子にまとめ，公開研究会

（3.3 で後述）で内容の報告を行った。 

 各項目は，沖縄の気候風土に適した住まいづくりにお

いて重視すべき内容を整理し，課題に対応する実践例を

示した上で，「省エネ基準」の問題点あるいは現時点で検

討が不十分である事項を示す形でまとめている。 

 冊子の内容の概要を，次項以下に項目ごとに説明する。 

 

表 2-1 沖縄の気候風土に適した住まいづくりに関する 

     既存の取り組み 

 

 

2.2 基本的前提としての沖縄の気候について 

 各設計者が設計にあたって考慮している沖縄の気候の

特質を日本の他の地域に比較すると以下の点をあげるこ

とができる。 

 年間を通して高い気温。ただし，夏季の最高気温は

33℃程度以下。夏季には強い日射による輻射熱が与えら

れる。 
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基準値を越えないことを求める（以下，外皮基準注１））。

沖縄県（省エネ基準の区分の８地域）の外皮基準は，ＵA

値の基準値はなくηACが 3.2 以下としている。 

 沖縄県においては，現行の外皮基準が示されて以降，

沖縄の建築設計者が通常の方法と考えている住宅設計の

多くが外皮基準に適合しないことが指摘されるようにな

った。 

 さらに筆者らは特定非営利活動法人・蒸暑地域住まい

の研究会の活動を通じて，沖縄の気候風土に適応し省エ

ネ性能を高めた住宅が外皮基準に適合しない問題を指摘

してきた。 

 沖縄県は 2017 年度に「沖縄らしい気候風土適応住

宅形成事業」を実施し，蒸暑地域住まいの研究会がそ

の作業に関与した。その際，県内の一般的な住宅のη

ACが大幅に 3.2 を越えること，さらには，沖縄県，環

境省，国土交通省それぞれのモデル事業で環境への適

応と省エネルギーを計って設計された住宅のいずれ

もηACが 3.2 を越えており，中には一般的な住宅より

もηACの値が高いものがあることを指摘した（表 1-1）。 

 この作業等を通じて，ηAC の値が高く外皮基準を満た

さないことは必ずしも省エネルギー性能が低いことを意

味しておらず，これまで沖縄の気候風土に適していると

考えられてきた住まいづくりの考え方と外皮基準が推奨

する住まいづくりの方向に相異があるのではないか，と

いう問題認識を得た。 

 

表 1-1 沖縄における環境共生型住宅等と外皮基準 

 
 

1.3 沖縄の気候風土適応住宅推進連絡会議の設立 

 気候風土適応住宅とは，2016 年３月に国土交通省住宅

生産課長から各都道府県および指定都市に発信された技

術的助言における省エネ基準の除外・緩和に関する規定

として示されたものである注２）。「地域の気候及び風土に

応じた住宅であることにより」外皮基準に適合させるこ

とが困難と認められるものについては，外皮基準を適用

せず，一次エネルギー消費量基準を緩和する，としてい

る。 

 沖縄県は，先述のとおり，「沖縄らしい気候風土適応住

宅形成事業」（2017 年度）による調査を実施し，外皮基

準の沖縄での適用に関する問題点と，気候風土適応住宅

の認定基準の方向性を検討した。その過程で，沖縄県建

築士会，沖縄県建築士事務所協会および日本建築家協会

沖縄支部の三団体（以下，「建築設計関連三団体」または

「三団体」）の役員等が検討過程に参加し，省エネ基準お

よび気候風土適応住宅についての認識を共有する機会を

持った。県の事業における検討を契機として三団体は，

気候風土適応住宅の認定基準の提案に先行的に取り組ん

でいた熊本県建築士会の訪問と資料収集（2017 年 9 月）

などを行い，沖縄の状況に即して省エネ施策に対応する

ことの必要性の認識を深めることになった。 

 三団体の役員および筆者らを含めた有志は「沖縄の気

候風土適応住宅推進連絡会議」（以下，「連絡会議」）を

2017 年 12 月に設立した。連絡会議の幹事は三団体から

選出され，三団体の省エネ基準に関わる連絡および共同

の活動を行う取り組みを開始した注 3)。 

 設立の時点では，政令である省エネ基準自体の改善は

容易でないものと認識し，気候風土適応住宅の認定基準

の検討が重要課題と考えていたことが連絡会議の名称に

反映している。 

 しかし，連絡会議の設立後の 2018 年 1 月頃以降，国土

交通省においても省エネ基準の運用方法や基準自体の検

討を継続しているという情報を得て，その後の活動では

省エネ基準に関わる課題全般を扱うこととなった。 

 連絡会議は，本稿執筆時点（2019 年 10 月末）までに

計 21 回（活動助成期間では 13 回）の拡大幹事会を開催

し，活動を継続した。 

 

1.4 助成期間以前（2018 年 6 月まで）の連絡会議の活動 

 設立直後に，沖縄県土木建築部建築指導課が省エネ基

準に関する資料作成に取り組むこととなり，県は省エネ

基準の運用にあたって想定される課題について建築関係

団体への意見照会をおこなった。この際に連絡会議が回

答の取りまとめと資料提供を行うこととなった。 

 この作業は 2018 年１月〜３月に取り組まれた。連絡会

議は沖縄の建築設計者から省エネ基準の課題に関わる意

見を収集し課題を整理した。県は連絡会議が整理した建

築関係者の意見を聴取した上で，沖縄での省エネ基準の

運用に関わる資料を作成し３月末には国土交通省との意

見交換を行っている。沖縄県としては地域の実情に沿っ

た省エネ基準の運用が必要であると認識しており，これ

以降，沖縄県と連絡会議の情報・意見交換が継続するこ

とになった。 

 2018 年 3 月からは日本建築士会連合会による「住宅の

省エネルギー性能等の調査」が行われた。この調査は省

エネ基準の運用，とくに延べ面積 300 ㎡未満の住宅にお

ける義務化へ向けて各地域における住宅の省エネ性能の

実態や設計者の取り組みを把握しようとするもので，８

地域では沖縄県建築士会が調査の実施にあたった。この

調査の一環として６月には，県内設計者への聞き取り調
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2.5 外部空間での対処 

 遮熱の項にも関連するが，敷地内の緑化や建物から離

れた日射遮蔽物によって熱対策を行うことが可能である。

外付けの花ブロックやよしずの利用，植栽，バラス，植

栽ブロックなどの活用の実践例が示された。 

 建築の外部から与えられる熱の制御は，敷地レベル，

地域レベルでの対応が推奨されるべきであるにも関わら

ず外皮のみの基準で省エネルギーを推進することについ

ての課題の提起である。 

 

2.6 風の活用と通風の工夫 

 風を効果的に採り入れ逃がす方法は，設計実践集のい

ずれの設計者も取り組んでいる。他地域に比べて強い風

が年間を通じて吹く条件を生かすために，様々な風向に

対応し方位を考慮したプランと断面の工夫が行われてい

る（図 2-3）。 

 通風は快適性だけでなく，2.5 の高湿度対策の上で重

要であるため，夏季だけでなく年間を通じた重要な条件

と考えられる。省エネ基準は通風自体を評価あるいは排

除するものではないとしても，外皮のηAC の基準に対応

した結果として開口部を小さくする設計がとられること

の危惧が持たれている。 

 また，風は内部の通風だけでなく，先述の遮熱の工夫

にあたり，年間を通じて得られる強い風が外壁や外部の

日射遮蔽物等の熱を逃がすことも想定している。 

 

図 2-3 様々な通風の経路を工夫した例 

 

2.7 湿度への対応 

 年間を通じた高い湿度は，快適性に関わる条件である

とともに，カビ防止などの衛生条件，物の保管のための

環境，そして，材料の腐朽やシロアリ対策を含めて住宅

の維持保全に関わる重要な課題である。 

 設計実践集では，調湿性のある内装の材料の選択，結

露対策，先述の通風の工夫など湿気だまりをつくらない

工夫，床下の設計の工夫などが示された。 

 省エネ基準は，湿度の問題を直接規定するものではな

いが，省エネ基準が誘導する建築の方向性と湿度の問題

の関係が現時点で検証されていないことへの危惧が持た

れている。 

 

2.8 水利用の工夫 

 省エネルギーではないが，島嶼地域で求められる省資

源の評価として雨水利用など水利用の工夫も合わせて論

じるべきではないか，とする課題の提起である。 

 

2.9 光利用の工夫 

 内外の照度差が大きいために昼間の照明を使いがちで

あることに対して，ハイサイド窓の活用などの実践例が

示された。 

 照明が住宅のエネルギー消費の中で一定量を占めるに

もかかわらず，省エネ基準の対象とならないことについ

ての課題の提起である。 

 

2.10 合理的な建築づくり 

 省エネ基準に対応するためには，県外産の材料や部材

の利用が求められることがある。沖縄で使用するにあた

っての耐候性の検証や災害時の入手の可能性など，検証

されていない事が多いことについての課題が指摘された。 

 

2.11 地域社会の中の住宅，家族と住まい 

 屋内の部屋の連続性を重視，伝統的な住まいを継承す

る内外の中間領域など，各設計者は社会の中での住宅の

位置と家族のあり方を考慮した設計を行っている。 

 省エネ基準が空調の使用を前提とした閉じた内部空間

を推進すること，内外の境界が外皮として明確になるこ

とで中間領域に相当する空間が失われ，閉鎖的な住まい

となることへの危惧が示された。 

 

2.12 各課題の位置付けと省エネ基準 

 以上の課題指摘の中で，「①基本的前提としての沖縄の

気候について」を確認した上で「②方位と配置を考慮し

たプランニング」「③輻射熱への対応」「④外部空間での

対処」という方法を示した部分は，外皮基準の考え方自

体に対する問題提起である。 

 これらの考え方は，これまで沖縄県他が気候風土に適

した住まいづくりに関わる事業などでまとめてきたもの

でも強調されてきたものである（表 2-1）。 

 「自立循環型住宅への設計ガイドライン（蒸暑地版）」

（2010 年）は断熱よりも遮熱による方法の有効性をわか

りやすく示したものであり，住宅のモデル整備を行った

事業（表 2-1 の＊を付した事業）においては，外皮基準

のηAC の基準値を満たさなくとも，これらの方法によっ
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 年間を通して強い風速。沖縄県内各地の年間平均風速

は 5.0m/s 程度（例えば東京や福岡市は 3.0m/s 程度）で，

夏季にも強い風が得られる。 

 年間を通して高い湿度。相対湿度が平均 80％を越える

月も多い。 

 強い台風の来襲があること。極めて強い風雨に長時間

にわたって耐えるための対策が必須である。 

 外皮基準は，外皮の内外の熱貫流率を小さくすること

を基本としているが，この考え方には沖縄の気象条件を

充分に考慮していない面があると考えられる。そこから

以下のように個別の論点につながる。 

 建物の外部に与えられる熱は，外気から伝達される熱

と日射による輻射熱による熱があり，沖縄では強い輻射

熱に対処する必要がある一方，周囲が海に囲まれた中で

吹く風の作用があって外気の温度は比較的高くならない。

日射による輻射熱は外皮に伝えられる前に遮る方法（後

述の 2.4 遮熱）が有効だが，外皮基準は輻射熱の遮熱対

策を前提としていないものと理解される。 

 風の作用も外皮基準において考慮されていない。沖縄

では内部の通風に加えて外部の熱を風が奪うことで遮熱

においても風が有効に作用すると考えられる(後述の

2.6 風の活用）。 

 湿度対策は省エネルギー対策に含まれないものである

が，沖縄では湿度対策と省エネルギー対策を一致させる

必要がある。「省エネ基準」が通風を前提とした夏季対策

を進めるものではないため，湿度対策との整合性を慎重

に判断する必要がある（後述の 2.7 湿度への対応）。 

 

2.3 方位と配置を考慮したプランニング 

 沖縄の気候に適合した設計の考え方として，資料作成

に協力した設計者全員が，方位を慎重に配慮した上で，

住宅内部の室の配置によって夏季の熱の流れを制御する

方法を示した。 

 すなわち，西側にある倉庫などの非居室や浴室，物干

し等をバッファーゾーンとして配置し，さらに日射遮蔽 

 

図 2-1 バッファーゾーンを配置する例 

も考慮し，居室までの熱の伝わり方を制御する。その上

で様々な風向からの風があることを踏まえた通風の計画
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 省エネ基準は空調設備により外皮の内側の気温をでき

るだけ均質にする考え方を基調としている。寒冷地の冬

季の場合は，低温の部屋には結露のリスクが大きく，ヒ

ートショックの問題も指摘されている。しかし，蒸暑地

の夏季に相対的に気温の高い非居室があることは，湿度

管理の上でむしろ有利であり，ヒートショックの問題も

存在しない。 

 一定の厚みのある「ゾーン」での熱の移動は，外皮計

算では前提としていない。沖縄の設計者が経験則により

行っている設計方法は，省エネ基準と異なる論理による

ものと言える。 
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日射遮蔽物，遮熱塗料，RC 造に木造屋根をのせる混構造，

スラブ上のベンチレーションブロック（ブロック下に風

を通し遮熱），さらに屋上緑化も気化熱による遮熱の一種

と言える（図 2-2）。これらは現時点の外皮の性能として

評価されないため，遮熱対策をしてもηAC が高い数値を
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 多重の遮蔽物で日射を制御する方法は，外皮を一枚の
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月も多い。 

 強い台風の来襲があること。極めて強い風雨に長時間

にわたって耐えるための対策が必須である。 

 外皮基準は，外皮の内外の熱貫流率を小さくすること

を基本としているが，この考え方には沖縄の気象条件を

充分に考慮していない面があると考えられる。そこから

以下のように個別の論点につながる。 

 建物の外部に与えられる熱は，外気から伝達される熱

と日射による輻射熱による熱があり，沖縄では強い輻射
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2.5 外部空間での対処 

 遮熱の項にも関連するが，敷地内の緑化や建物から離

れた日射遮蔽物によって熱対策を行うことが可能である。

外付けの花ブロックやよしずの利用，植栽，バラス，植

栽ブロックなどの活用の実践例が示された。 

 建築の外部から与えられる熱の制御は，敷地レベル，

地域レベルでの対応が推奨されるべきであるにも関わら

ず外皮のみの基準で省エネルギーを推進することについ

ての課題の提起である。 

 

2.6 風の活用と通風の工夫 

 風を効果的に採り入れ逃がす方法は，設計実践集のい

ずれの設計者も取り組んでいる。他地域に比べて強い風

が年間を通じて吹く条件を生かすために，様々な風向に

対応し方位を考慮したプランと断面の工夫が行われてい

る（図 2-3）。 

 通風は快適性だけでなく，2.5 の高湿度対策の上で重

要であるため，夏季だけでなく年間を通じた重要な条件

と考えられる。省エネ基準は通風自体を評価あるいは排

除するものではないとしても，外皮のηAC の基準に対応

した結果として開口部を小さくする設計がとられること

の危惧が持たれている。 

 また，風は内部の通風だけでなく，先述の遮熱の工夫

にあたり，年間を通じて得られる強い風が外壁や外部の

日射遮蔽物等の熱を逃がすことも想定している。 

 

図 2-3 様々な通風の経路を工夫した例 
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の関係が現時点で検証されていないことへの危惧が持た
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源の評価として雨水利用など水利用の工夫も合わせて論

じるべきではないか，とする課題の提起である。 
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 省エネ基準に対応するためには，県外産の材料や部材

の利用が求められることがある。沖縄で使用するにあた

っての耐候性の検証や災害時の入手の可能性など，検証

されていない事が多いことについての課題が指摘された。 

 

2.11 地域社会の中の住宅，家族と住まい 

 屋内の部屋の連続性を重視，伝統的な住まいを継承す

る内外の中間領域など，各設計者は社会の中での住宅の

位置と家族のあり方を考慮した設計を行っている。 

 省エネ基準が空調の使用を前提とした閉じた内部空間

を推進すること，内外の境界が外皮として明確になるこ

とで中間領域に相当する空間が失われ，閉鎖的な住まい

となることへの危惧が示された。 

 

2.12 各課題の位置付けと省エネ基準 

 以上の課題指摘の中で，「①基本的前提としての沖縄の

気候について」を確認した上で「②方位と配置を考慮し

たプランニング」「③輻射熱への対応」「④外部空間での

対処」という方法を示した部分は，外皮基準の考え方自

体に対する問題提起である。 

 これらの考え方は，これまで沖縄県他が気候風土に適

した住まいづくりに関わる事業などでまとめてきたもの

でも強調されてきたものである（表 2-1）。 

 「自立循環型住宅への設計ガイドライン（蒸暑地版）」

（2010 年）は断熱よりも遮熱による方法の有効性をわか

りやすく示したものであり，住宅のモデル整備を行った

事業（表 2-1 の＊を付した事業）においては，外皮基準

のηAC の基準値を満たさなくとも，これらの方法によっ
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と言える（図 2-2）。これらは現時点の外皮の性能として

評価されないため，遮熱対策をしてもηAC が高い数値を

示す状況が生じる。 

 多重の遮蔽物で日射を制御する方法は，外皮を一枚の

連続面と考える外皮基準とは異なる考え方によるもので

ある。 
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3.2 省エネ基準の見直しとパブリックコメント 

 改正法の成立後，関係政令の整備の検討に国土交通省

は着手していたと考えられる。その内容は，2019 年７月

以降の社会資本審議会の小委員会の資料と議事録 7)から

知ることができる。この段階で多岐に渡る具体的な基準

の見直しが検討課題となった。その一つとして「８地域

の冷房期の平均日射熱取得率の見直し」が 2019 年７月の

小委員会で検討課題として示された後，８月の小委員会

で沖縄県（８地域）8）のηAC の基準を 6.7 に変更する案

が示された。９月の小委員会では同案を含む政令の見直

し案全体の確認がなされ，パブリックコメントの募集が

行われることとなった。 

 パブリックコメントは９月５日〜10 月４日に募集さ

れた。連絡会議は再び建築設計関連三団体へ呼びかけ，

パブリックコメントの募集が実施されていることについ

て各団体の会員に知らせる活動を行い，会員が個人の判

断でパブリックコメントに対応することをうながした。 

 10 月 24 日の小委員会の資料にはパブリックコメント

の概要の紹介がある。合計 287 件の意見のうち，「8 地域

における住宅の外皮基準の合理化」に関する意見は計 75

件あり，うち 28 件は合理化（ηACの基準値を 6.7 に変更

すること）に対して，沖縄に適した住環境づくりに取り

組む上で実態にあった水準として評価するものであり，

47 件は，そもそも外皮基準ではなく，沖縄独自の取り組

みを評価するものとすることを求めていると報告された

(表 3-2）。多岐に渡る見直し点への意見が求められた中

で，パブリックコメントの件数の約４分の１が沖縄の外

皮基準に関わるものとなった。 

 同日の小委員会の事務局作成資料では，原案どおり，

８地域のηACの基準値を 6.7 とする案が示され，議事録

によれば審議を経て原案が認められた。ηACの基準を 6.7

に変更することを含めた政令改正の公布は 2019 年 11 月

7 日に行われ，施行は 2020 年 4 月に行われる予定として

いる。 

 

 

 

3.3 公開研究会の実施と提言の提示 

 ２章で整理した沖縄の気候風土に適した住まいづくり

の原則を沖縄の建築設計関係者に広く提示し，意見をう

かがう機会として，公開研究会を 2019 年８月 23 日，浦

添市の会場で実施した。三団体の会員の専門家を中心と

して，当初の想定を越えた 95 名の参加を得た（図 3-1）。 

 公開研究会の内容は，２章に概要を紹介した「沖縄の

気候風土に適した住まいづくり・設計実践集（第一期）・ 

気候風土を建築に翻訳する」の冊子の内容を中心として，

沖縄の住まいづくりの歴史，アジアを視野に入れた建築

と環境に関わる講演を含むものとなった。 

 公開研究会は，連絡会議で検討してきた沖縄の気候風

土に適した住まいづくりの考え方を，三団体の会員を中

心とする建築の専門家に公開する場となった。終了後の

参加者アンケートでは，省エネ基準を沖縄で適用するこ

との問題，地域の専門家がこのテーマを継続的に深める

ことの重要性などが指摘された。 

 引き続き連絡会議は，公開研究会で提示した資料をも

とに「沖縄の気候風土に適した住まいづくりについての

提言」の文書を作成した（2019 年 10 月，資料 3-1）。 提

言の構成は，第一に，建築の省エネルギー施策は，防災，

衛生・健康などの多面的な価値との整合性を持って進め

られるべきであること，第二に，地域の気象条件，社会

条件のもとで築かれた技術の蓄積を生かし発展させるも

のであり，そのために十の原則に関わる配慮が行われる

べきであること，第三に，省エネ基準の内容は上記の原

則に沿って慎重に継続的に検討されるべきであること，

を柱としている。 

 提言は，沖縄県，国，建築関連団体や専門家を含め，

あらゆる関係者と関係団体へ向けて基本的な考え方を示

すものであり，連絡会議を含めたあらゆる関係者が継続

的に努力すべきと考える内容を示した。 

 連絡会議は，2019 年 11 月 12 日に沖縄県の建築指導行

政および住宅行政部門に「提言」の提示を行った。さら

に国土交通省や全国の関係者，関係機関への提示を想定

している。一方で沖縄県内の関係者の認識の共有のため

の活用も必要である。 

     表 3-2 パブリックコメント（2019 年 9 月〜10 月）（沖縄関連のもので，審議会資料に掲載された要約） 

パブリックコメントにおける主なご意見 見解・対応等 

沖縄独自の取組を

評価すべき（47 件） 

沖縄のような蒸暑地域においては、外皮基準は馴染まない。沖縄の

気候風土を踏まえた基準を検討してほしい。（32 件） 

今後の検討の参考にさせていただきます。 

 沖縄の気候に対応した花ブロック、遮熱ブロック、雨端、自然風利

用等の取組を評価対象にしてほしい。（14 件） 

8 地域特有の省エネに資する取組について、省エネ性能を適切に

評価する手法の検討を引き続き進めてまいりたいと思います。 

 基準値を緩和するのではなく、開口部における日射を遮蔽する

様々な技術を評価するべき。（1件） 

今回の見直しは、沖縄県における建築物の仕様の実態を踏まえ合

理化したものです。開口部からの日射を遮蔽する花ブロックや遮

熱ブロック等については、引き続き、適切な評価手法の検討を進

めてまいりたいと思います。 

合理化に賛成（28

件） 

８地域の外皮基準の見直し案であるηAC＝６．７という水準は、沖

縄に適した住環境づくりに取組む上で実態に合った水準である。

（28件） 

－ 
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て輻射熱に対応し望ましい環境が得られることが示され

ている。 

 「⑤風の活用と通風の工夫」と「⑥湿度への対応」は，

外皮基準自体に含まれないものであるが，外皮基準に関

連した二つの問題提起を含んでいる。 

 夏季の通風の活用については，風速と風向が不安定な

地域が多いことと外気温が上がれば有効でないことが一

般に言われる。しかし，沖縄においては①の気候条件で

指摘するとおり，年間を通して平均風速が高いことと夏

季の最高気温が比較的高くならないことから，省エネ対

策において有効な評価を行う必要性を提起している。 

 さらに⑥の湿度の問題は年間を通じて沖縄の住まいづ

くり主要な課題であるため，夏季に冷房を使用すること

を中心にした省エネ基準の推進が開口部の縮小や通風経

路を軽視する傾向につながることの危惧の提起である。 

 省エネ基準の推進が開口部や通風にどのように影響を

及ぼすかは，現時点で充分に検証されておらず，今後の

慎重な検討の必要性を提起している。 

 「⑦水利用の工夫」「⑧光利用の工夫」は，８地域の省

エネ基準において冷房エネルギー以外のエネルギーや資

源への考慮がないことへの問題提起である。 

 「⑨合理的な建築づくり」と「⑩地域社会の中の住宅，

家族と住まい」は，建築生産に関わる条件や住宅の社会

的な存在として意味までを含めて，省エネ基準が住まい

づくりのあり方の総体にどのような影響を及ぼすかにつ

いて，慎重で継続的な検討の必要性を提起している。 

 以上のとおり，①〜④において外皮基準の具体的な問

題点を指摘した上で，⑤〜⑩で沖縄の気候条件のもとで

の住まいのあり方を全体として継続的に検討していくべ

きという方向を提示した資料を作成することができた。 

 

3. 省エネ基準の見直しをめぐる経緯 

3.1 省エネ基準の運用の見直しとパブリックコメント 

 助成を受けた活動を開始した時点（2018 年６月）にお

いては，延べ面積 300 ㎡未満の小規模住宅を含む全ての

住宅について審査による省エネ基準の義務化が 2020 年

までに実施されるとの見通しがあった。 

 この方針について国土交通省は 2018 年度の検討を経

て 2018 年 12 月に「今後の住宅・建築物の省エネルギー

対策のあり方について」（第二次報告案）を公開した 5）。

2018 年 12 月７日〜2019 年 1 月５日にこの案についての

パブリックコメントの募集が行われた。 

 この第二次報告案において，以下の方針案が示された。 

・大規模中規模建築物（住宅以外）は省エネ基準を義務

付ける。 

・大規模中規模の住宅は届出を義務付ける。 

・小規模の住宅・建築物（延べ面積 300 ㎡未満）におい

ては審査による省エネ基準の義務付けを行わない。 

・小規模の住宅・建築物については「省エネ基準への適

否等」の建築士から建築主への説明を義務付ける制度を

創設する。 

 連絡会議としては，小規模な住宅への義務化が当面行

われないことで，2020 年に大きな問題が生じる事態が避

けられると受けとめる一方で，義務化の方針が継続され

ている状況であることも認識していた。 

 パブリックコメントの募集は，沖縄の専門家や市民が

省エネ基準についての意見を直接国に届ける重要な機会

ととらえ，連絡会議は建築設計関連三団体へ呼びかけ文

を送付し，パブリックコメントが実施されている状況を

各団体の会員に知らせる活動を行った。パブリックコメ

ントへの意見提出は個人の判断によって行われたが，審

議会のの部会の資料 6）によれば，総数 902 件の意見のう

ち，事務局が「沖縄の気候・風土にあった省エネ基準を

検討すべき」という意見に分類したものが 83 件，さらに

別の分類に収録されたものが４件以上あると思われるこ

とを合わせると全体の約１割が沖縄県における省エネ基

準のあり方に関わるものであった（表 3-1）。 

 パブリックコメント後の社会資本整備審議会建築環境

部会において，第二次報告案の方針は一部の表現修正を

経て承認され確定された。 

 この方針を受けて 2019 年５月の国会で建築物省エネ

法の改正法が成立し公布された。 

 

表 3-1 パブリックコメント（2018 年 12 月〜翌年 1 月） 

（沖縄関連のもので，審議会資料に掲載された要約） 
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3.2 省エネ基準の見直しとパブリックコメント 

 改正法の成立後，関係政令の整備の検討に国土交通省

は着手していたと考えられる。その内容は，2019 年７月

以降の社会資本審議会の小委員会の資料と議事録 7)から

知ることができる。この段階で多岐に渡る具体的な基準

の見直しが検討課題となった。その一つとして「８地域

の冷房期の平均日射熱取得率の見直し」が 2019 年７月の

小委員会で検討課題として示された後，８月の小委員会

で沖縄県（８地域）8）のηAC の基準を 6.7 に変更する案

が示された。９月の小委員会では同案を含む政令の見直

し案全体の確認がなされ，パブリックコメントの募集が

行われることとなった。 

 パブリックコメントは９月５日〜10 月４日に募集さ

れた。連絡会議は再び建築設計関連三団体へ呼びかけ，

パブリックコメントの募集が実施されていることについ

て各団体の会員に知らせる活動を行い，会員が個人の判

断でパブリックコメントに対応することをうながした。 

 10 月 24 日の小委員会の資料にはパブリックコメント

の概要の紹介がある。合計 287 件の意見のうち，「8 地域

における住宅の外皮基準の合理化」に関する意見は計 75

件あり，うち 28 件は合理化（ηACの基準値を 6.7 に変更

すること）に対して，沖縄に適した住環境づくりに取り

組む上で実態にあった水準として評価するものであり，

47 件は，そもそも外皮基準ではなく，沖縄独自の取り組

みを評価するものとすることを求めていると報告された

(表 3-2）。多岐に渡る見直し点への意見が求められた中

で，パブリックコメントの件数の約４分の１が沖縄の外

皮基準に関わるものとなった。 

 同日の小委員会の事務局作成資料では，原案どおり，

８地域のηACの基準値を 6.7 とする案が示され，議事録

によれば審議を経て原案が認められた。ηACの基準を 6.7

に変更することを含めた政令改正の公布は 2019 年 11 月

7 日に行われ，施行は 2020 年 4 月に行われる予定として

いる。 

 

 

 

3.3 公開研究会の実施と提言の提示 

 ２章で整理した沖縄の気候風土に適した住まいづくり

の原則を沖縄の建築設計関係者に広く提示し，意見をう

かがう機会として，公開研究会を 2019 年８月 23 日，浦

添市の会場で実施した。三団体の会員の専門家を中心と

して，当初の想定を越えた 95 名の参加を得た（図 3-1）。 

 公開研究会の内容は，２章に概要を紹介した「沖縄の

気候風土に適した住まいづくり・設計実践集（第一期）・ 

気候風土を建築に翻訳する」の冊子の内容を中心として，

沖縄の住まいづくりの歴史，アジアを視野に入れた建築

と環境に関わる講演を含むものとなった。 

 公開研究会は，連絡会議で検討してきた沖縄の気候風

土に適した住まいづくりの考え方を，三団体の会員を中

心とする建築の専門家に公開する場となった。終了後の

参加者アンケートでは，省エネ基準を沖縄で適用するこ

との問題，地域の専門家がこのテーマを継続的に深める

ことの重要性などが指摘された。 

 引き続き連絡会議は，公開研究会で提示した資料をも

とに「沖縄の気候風土に適した住まいづくりについての

提言」の文書を作成した（2019 年 10 月，資料 3-1）。 提

言の構成は，第一に，建築の省エネルギー施策は，防災，

衛生・健康などの多面的な価値との整合性を持って進め

られるべきであること，第二に，地域の気象条件，社会

条件のもとで築かれた技術の蓄積を生かし発展させるも

のであり，そのために十の原則に関わる配慮が行われる

べきであること，第三に，省エネ基準の内容は上記の原

則に沿って慎重に継続的に検討されるべきであること，

を柱としている。 

 提言は，沖縄県，国，建築関連団体や専門家を含め，

あらゆる関係者と関係団体へ向けて基本的な考え方を示

すものであり，連絡会議を含めたあらゆる関係者が継続

的に努力すべきと考える内容を示した。 

 連絡会議は，2019 年 11 月 12 日に沖縄県の建築指導行

政および住宅行政部門に「提言」の提示を行った。さら

に国土交通省や全国の関係者，関係機関への提示を想定

している。一方で沖縄県内の関係者の認識の共有のため

の活用も必要である。 

     表 3-2 パブリックコメント（2019 年 9 月〜10 月）（沖縄関連のもので，審議会資料に掲載された要約） 

パブリックコメントにおける主なご意見 見解・対応等 

沖縄独自の取組を

評価すべき（47 件） 

沖縄のような蒸暑地域においては、外皮基準は馴染まない。沖縄の

気候風土を踏まえた基準を検討してほしい。（32 件） 

今後の検討の参考にさせていただきます。 

 沖縄の気候に対応した花ブロック、遮熱ブロック、雨端、自然風利

用等の取組を評価対象にしてほしい。（14 件） 

8 地域特有の省エネに資する取組について、省エネ性能を適切に

評価する手法の検討を引き続き進めてまいりたいと思います。 

 基準値を緩和するのではなく、開口部における日射を遮蔽する

様々な技術を評価するべき。（1件） 

今回の見直しは、沖縄県における建築物の仕様の実態を踏まえ合

理化したものです。開口部からの日射を遮蔽する花ブロックや遮

熱ブロック等については、引き続き、適切な評価手法の検討を進

めてまいりたいと思います。 

合理化に賛成（28

件） 

８地域の外皮基準の見直し案であるηAC＝６．７という水準は、沖

縄に適した住環境づくりに取組む上で実態に合った水準である。

（28件） 

－ 
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て輻射熱に対応し望ましい環境が得られることが示され

ている。 

 「⑤風の活用と通風の工夫」と「⑥湿度への対応」は，

外皮基準自体に含まれないものであるが，外皮基準に関

連した二つの問題提起を含んでいる。 

 夏季の通風の活用については，風速と風向が不安定な

地域が多いことと外気温が上がれば有効でないことが一

般に言われる。しかし，沖縄においては①の気候条件で

指摘するとおり，年間を通して平均風速が高いことと夏

季の最高気温が比較的高くならないことから，省エネ対

策において有効な評価を行う必要性を提起している。 

 さらに⑥の湿度の問題は年間を通じて沖縄の住まいづ

くり主要な課題であるため，夏季に冷房を使用すること

を中心にした省エネ基準の推進が開口部の縮小や通風経

路を軽視する傾向につながることの危惧の提起である。 

 省エネ基準の推進が開口部や通風にどのように影響を

及ぼすかは，現時点で充分に検証されておらず，今後の

慎重な検討の必要性を提起している。 

 「⑦水利用の工夫」「⑧光利用の工夫」は，８地域の省

エネ基準において冷房エネルギー以外のエネルギーや資

源への考慮がないことへの問題提起である。 

 「⑨合理的な建築づくり」と「⑩地域社会の中の住宅，

家族と住まい」は，建築生産に関わる条件や住宅の社会

的な存在として意味までを含めて，省エネ基準が住まい

づくりのあり方の総体にどのような影響を及ぼすかにつ

いて，慎重で継続的な検討の必要性を提起している。 

 以上のとおり，①〜④において外皮基準の具体的な問

題点を指摘した上で，⑤〜⑩で沖縄の気候条件のもとで

の住まいのあり方を全体として継続的に検討していくべ

きという方向を提示した資料を作成することができた。 

 

3. 省エネ基準の見直しをめぐる経緯 

3.1 省エネ基準の運用の見直しとパブリックコメント 

 助成を受けた活動を開始した時点（2018 年６月）にお

いては，延べ面積 300 ㎡未満の小規模住宅を含む全ての

住宅について審査による省エネ基準の義務化が 2020 年

までに実施されるとの見通しがあった。 

 この方針について国土交通省は 2018 年度の検討を経

て 2018 年 12 月に「今後の住宅・建築物の省エネルギー

対策のあり方について」（第二次報告案）を公開した 5）。

2018 年 12 月７日〜2019 年 1 月５日にこの案についての

パブリックコメントの募集が行われた。 

 この第二次報告案において，以下の方針案が示された。 

・大規模中規模建築物（住宅以外）は省エネ基準を義務

付ける。 

・大規模中規模の住宅は届出を義務付ける。 

・小規模の住宅・建築物（延べ面積 300 ㎡未満）におい

ては審査による省エネ基準の義務付けを行わない。 

・小規模の住宅・建築物については「省エネ基準への適

否等」の建築士から建築主への説明を義務付ける制度を

創設する。 

 連絡会議としては，小規模な住宅への義務化が当面行

われないことで，2020 年に大きな問題が生じる事態が避

けられると受けとめる一方で，義務化の方針が継続され

ている状況であることも認識していた。 

 パブリックコメントの募集は，沖縄の専門家や市民が

省エネ基準についての意見を直接国に届ける重要な機会

ととらえ，連絡会議は建築設計関連三団体へ呼びかけ文

を送付し，パブリックコメントが実施されている状況を

各団体の会員に知らせる活動を行った。パブリックコメ

ントへの意見提出は個人の判断によって行われたが，審

議会のの部会の資料 6）によれば，総数 902 件の意見のう

ち，事務局が「沖縄の気候・風土にあった省エネ基準を

検討すべき」という意見に分類したものが 83 件，さらに

別の分類に収録されたものが４件以上あると思われるこ

とを合わせると全体の約１割が沖縄県における省エネ基

準のあり方に関わるものであった（表 3-1）。 

 パブリックコメント後の社会資本整備審議会建築環境

部会において，第二次報告案の方針は一部の表現修正を

経て承認され確定された。 

 この方針を受けて 2019 年５月の国会で建築物省エネ

法の改正法が成立し公布された。 

 

表 3-1 パブリックコメント（2018 年 12 月〜翌年 1 月） 

（沖縄関連のもので，審議会資料に掲載された要約） 

 

　　住総研   研究論文集 · 実践研究報告集 No.45, 2018 年版　　279　　住総研   研究論文集 · 実践研究報告集 No.46, 2019 年版　　279

 
3.2 省エネ基準の見直しとパブリックコメント 

 改正法の成立後，関係政令の整備の検討に国土交通省

は着手していたと考えられる。その内容は，2019 年７月

以降の社会資本審議会の小委員会の資料と議事録 7)から

知ることができる。この段階で多岐に渡る具体的な基準

の見直しが検討課題となった。その一つとして「８地域

の冷房期の平均日射熱取得率の見直し」が 2019 年７月の

小委員会で検討課題として示された後，８月の小委員会

で沖縄県（８地域）8）のηAC の基準を 6.7 に変更する案

が示された。９月の小委員会では同案を含む政令の見直

し案全体の確認がなされ，パブリックコメントの募集が

行われることとなった。 

 パブリックコメントは９月５日〜10 月４日に募集さ

れた。連絡会議は再び建築設計関連三団体へ呼びかけ，

パブリックコメントの募集が実施されていることについ

て各団体の会員に知らせる活動を行い，会員が個人の判

断でパブリックコメントに対応することをうながした。 

 10 月 24 日の小委員会の資料にはパブリックコメント

の概要の紹介がある。合計 287 件の意見のうち，「8 地域

における住宅の外皮基準の合理化」に関する意見は計 75

件あり，うち 28 件は合理化（ηACの基準値を 6.7 に変更

すること）に対して，沖縄に適した住環境づくりに取り

組む上で実態にあった水準として評価するものであり，

47 件は，そもそも外皮基準ではなく，沖縄独自の取り組

みを評価するものとすることを求めていると報告された

(表 3-2）。多岐に渡る見直し点への意見が求められた中

で，パブリックコメントの件数の約４分の１が沖縄の外

皮基準に関わるものとなった。 

 同日の小委員会の事務局作成資料では，原案どおり，

８地域のηACの基準値を 6.7 とする案が示され，議事録

によれば審議を経て原案が認められた。ηACの基準を 6.7

に変更することを含めた政令改正の公布は 2019 年 11 月

7 日に行われ，施行は 2020 年 4 月に行われる予定として

いる。 

 

 

 

3.3 公開研究会の実施と提言の提示 

 ２章で整理した沖縄の気候風土に適した住まいづくり

の原則を沖縄の建築設計関係者に広く提示し，意見をう

かがう機会として，公開研究会を 2019 年８月 23 日，浦

添市の会場で実施した。三団体の会員の専門家を中心と

して，当初の想定を越えた 95 名の参加を得た（図 3-1）。 

 公開研究会の内容は，２章に概要を紹介した「沖縄の

気候風土に適した住まいづくり・設計実践集（第一期）・ 

気候風土を建築に翻訳する」の冊子の内容を中心として，

沖縄の住まいづくりの歴史，アジアを視野に入れた建築

と環境に関わる講演を含むものとなった。 

 公開研究会は，連絡会議で検討してきた沖縄の気候風

土に適した住まいづくりの考え方を，三団体の会員を中

心とする建築の専門家に公開する場となった。終了後の

参加者アンケートでは，省エネ基準を沖縄で適用するこ

との問題，地域の専門家がこのテーマを継続的に深める

ことの重要性などが指摘された。 

 引き続き連絡会議は，公開研究会で提示した資料をも

とに「沖縄の気候風土に適した住まいづくりについての

提言」の文書を作成した（2019 年 10 月，資料 3-1）。 提

言の構成は，第一に，建築の省エネルギー施策は，防災，

衛生・健康などの多面的な価値との整合性を持って進め

られるべきであること，第二に，地域の気象条件，社会

条件のもとで築かれた技術の蓄積を生かし発展させるも

のであり，そのために十の原則に関わる配慮が行われる

べきであること，第三に，省エネ基準の内容は上記の原

則に沿って慎重に継続的に検討されるべきであること，

を柱としている。 

 提言は，沖縄県，国，建築関連団体や専門家を含め，

あらゆる関係者と関係団体へ向けて基本的な考え方を示

すものであり，連絡会議を含めたあらゆる関係者が継続

的に努力すべきと考える内容を示した。 

 連絡会議は，2019 年 11 月 12 日に沖縄県の建築指導行

政および住宅行政部門に「提言」の提示を行った。さら

に国土交通省や全国の関係者，関係機関への提示を想定

している。一方で沖縄県内の関係者の認識の共有のため

の活用も必要である。 

     表 3-2 パブリックコメント（2019 年 9 月〜10 月）（沖縄関連のもので，審議会資料に掲載された要約） 

パブリックコメントにおける主なご意見 見解・対応等 

沖縄独自の取組を

評価すべき（47 件） 

沖縄のような蒸暑地域においては、外皮基準は馴染まない。沖縄の

気候風土を踏まえた基準を検討してほしい。（32 件） 

今後の検討の参考にさせていただきます。 

 沖縄の気候に対応した花ブロック、遮熱ブロック、雨端、自然風利

用等の取組を評価対象にしてほしい。（14 件） 

8 地域特有の省エネに資する取組について、省エネ性能を適切に

評価する手法の検討を引き続き進めてまいりたいと思います。 

 基準値を緩和するのではなく、開口部における日射を遮蔽する

様々な技術を評価するべき。（1件） 

今回の見直しは、沖縄県における建築物の仕様の実態を踏まえ合

理化したものです。開口部からの日射を遮蔽する花ブロックや遮

熱ブロック等については、引き続き、適切な評価手法の検討を進

めてまいりたいと思います。 

合理化に賛成（28

件） 

８地域の外皮基準の見直し案であるηAC＝６．７という水準は、沖

縄に適した住環境づくりに取組む上で実態に合った水準である。

（28 件） 

－ 
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4.2 「外皮」概念の再編と沖縄モデルの提示について 

 題目に示すように，「外皮」概念の再編と沖縄モデル

の提示を当初の活動の目標に掲げていた。 

 ２章の2.3（バッファーゾーン），2.4（遮熱），2.5

（外部空間）で記した考え方は，夏季の熱に関わる環境

を建築の外部から内部に至るまで連続する多重の要素で

日射を遮り風を活用する方法で対処するものである。こ

れに対して基準上の「外皮」は面積が計算可能な連続面

であり，一枚の皮として建築の内外の境界をとらえる。 

 外皮という語の使用が実務において一般化する中，建

築における内外境界を外皮とする考え方の是非について

の本質的な議論を，本活動では提起してきた。 

 外皮の考え方が再編される方向性としては，二つの可

能性が考えられる。 

 一つは，建築の内外の多重の環境上の要素を外皮とは

異なる概念として位置づけることである。設計理念とし

て，住宅の内外を外皮で隔てるものと，内外を多重の境

界で構成するものを対比することで両者の相異がわかり

やすいものとなる。この考え方を省エネ基準に反映させ

るためには，外皮基準とは別の計算方法，あるいは仕様

規定による推進などの方法を方法を構築する必要がある。 

 もう一つは，外皮の概念を拡張し，外皮内外の条件を

含めて外皮を評価の評価を行う方向である。平均日射熱

取得率（ηAC）は熱貫流だけでなく，外皮が受け取る日

射量という要素を含んでいるため，外皮の外側の条件を

加味して評価する余地がないとは言えない。日射遮蔽物

をηACの算定の要素に加えていく作業が今後進行すると

考えられるが10)，これは外皮の指す範囲が拡張されてい

く方向として理解することもできる。 

 沖縄モデルの構築については，活動当初はモデル設計

のような具体的な設計イメージおよび省エネ基準の対案

に相当するような制度イメージの二面の可能性を意図し

ていた。 

 設計モデルとしては，特定のモデル的なものを打ち出

すよりも既存の多様な取り組みの中に理念と技術が映さ

れており，それらを系統的に集約したものをモデルとす

ることが望ましいという方向で取り組むことになり，２

章で述べた形でモデルを表現することとなった。 

 制度については，基準案等の具体的な方法（計算方法

や数値）の提示も考えられたが，国土交通省が省エネ基

準自体の検討を継続している情勢であったため，手法論

ではなく制度の基本的な方向性を提示することを継続し

た。とくに制度上の沖縄モデルを提示する段階には至っ

ていない。次の段階として所管行政庁が定めることがで

きる気候風土適用住宅認定基準（1.3参照）を沖縄県が具

体的に検討する段階に入れば，制度上の沖縄モデル構築

が課題になると想定している。 

 

4.3 今後の活動課題 

 気候風土に適した住まいづくりの理念と技術を集約す

る活動は，より多くの建築設計者・関係者の関与するも

のとして継続する必要がある。 

 一方，国の省エネ施策は，小規模住宅の適合義務化の

見送りや８地域の基準値の変更が行われた分，今後の義

務化や８地域の施策や基準の具体的な方向に注意深く対

処する必要がある。省エネ基準には気候風土適応住宅と

いう地域での制度構築の余地もあり，次段階の課題とな

ると考えている。 

 

＜謝辞＞ 

沖縄の気候風土適応住宅推進連絡会議の関係者，協力者の皆

さまとともに，この活動を継続することができました。ここに

謝意を表します。 

＜注＞ 

 1)建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令の第１条第

１項第２合イに定めるもの 

 2)「所管行政庁が地域の気候及び風土に応じた住宅であるこ

とにより外皮基準に適合させることが困難であると認める際の

判断について（技術的助言）」として国土交通省住宅局住宅生

産課長より各都道府県および各指定都市の住宅・建築主務部局

長宛に2016年３月31日付けで出されたもの。 

 3)連絡会議は三団体の会員から構成され，三団体から選出さ

れる幹事を中心に運営する。設立時の会員は15名で会長は沖縄

県建築士会会長西里幸二（設立時より本稿執筆時点まで継続），

筆者らは幹事または事務局，会員として連絡会議の運営に関わ

っている。 

 4)図3-1の「実践を通じて」の項にある６名の建築設計者。 

 5)社会資本整備審議会建築分科会建築環境部会の議事録（国

土交通省のサイトにて公開）によれば，同部会の第15回（2018

年９月），第16回（同10月），第17回（同12月）の審議を経て

方針案が確定されパブリックコメントに至ったと読み取れる。 

 6)第18回（2019年１月19日）の建築環境部会の資料および議

事録による。 

 7)国土交通省のサイトにおいて公開されている社会資本整備

審議会建築部会省エネルギー判断基準等小委員会の第14回

（2019年７月），第15回（同８月），第16回（９月），第17回

（10月）の資料および議事録（第17回以外）による。 

 8)見直しにあたって８地域に鹿児島県の奄美諸島および東京

都小笠原村を加える案が示されており，政令が改正されれば，

８地域は沖縄県だけではなくなる。 

 9)注7）の各議事録によれば，ηACの基準値の変更の説明と

しては外付けブラインドの未普及を主な理由としている。事

務局の説明の中では沖縄の現地事情を確認した経緯がある

ことは別に述べられている。 

 10)注7）の各議事録には該当する作業の必要性や既に関係者

が取り組んでいることを示唆する発言がある。 
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　　　西里幸二　（連絡会議会長、沖縄県建築士会会長）
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２．沖縄の気候風土に適した住まいづくりについて
　　設計実践集の資料の解題
　　　沖縄の住まいづくりの現代史から
　　　　中本清（蒸暑地域住まいの研究会）
　　　実践を通じて
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4.2 「外皮」概念の再編と沖縄モデルの提示について 

 題目に示すように，「外皮」概念の再編と沖縄モデル

の提示を当初の活動の目標に掲げていた。 

 ２章の2.3（バッファーゾーン），2.4（遮熱），2.5

（外部空間）で記した考え方は，夏季の熱に関わる環境

を建築の外部から内部に至るまで連続する多重の要素で

日射を遮り風を活用する方法で対処するものである。こ

れに対して基準上の「外皮」は面積が計算可能な連続面

であり，一枚の皮として建築の内外の境界をとらえる。 

 外皮という語の使用が実務において一般化する中，建

築における内外境界を外皮とする考え方の是非について

の本質的な議論を，本活動では提起してきた。 

 外皮の考え方が再編される方向性としては，二つの可

能性が考えられる。 

 一つは，建築の内外の多重の環境上の要素を外皮とは

異なる概念として位置づけることである。設計理念とし

て，住宅の内外を外皮で隔てるものと，内外を多重の境

界で構成するものを対比することで両者の相異がわかり

やすいものとなる。この考え方を省エネ基準に反映させ

るためには，外皮基準とは別の計算方法，あるいは仕様

規定による推進などの方法を方法を構築する必要がある。 

 もう一つは，外皮の概念を拡張し，外皮内外の条件を

含めて外皮を評価の評価を行う方向である。平均日射熱

取得率（ηAC）は熱貫流だけでなく，外皮が受け取る日

射量という要素を含んでいるため，外皮の外側の条件を

加味して評価する余地がないとは言えない。日射遮蔽物

をηACの算定の要素に加えていく作業が今後進行すると

考えられるが10)，これは外皮の指す範囲が拡張されてい

く方向として理解することもできる。 

 沖縄モデルの構築については，活動当初はモデル設計

のような具体的な設計イメージおよび省エネ基準の対案

に相当するような制度イメージの二面の可能性を意図し

ていた。 

 設計モデルとしては，特定のモデル的なものを打ち出

すよりも既存の多様な取り組みの中に理念と技術が映さ

れており，それらを系統的に集約したものをモデルとす

ることが望ましいという方向で取り組むことになり，２

章で述べた形でモデルを表現することとなった。 

 制度については，基準案等の具体的な方法（計算方法

や数値）の提示も考えられたが，国土交通省が省エネ基

準自体の検討を継続している情勢であったため，手法論

ではなく制度の基本的な方向性を提示することを継続し

た。とくに制度上の沖縄モデルを提示する段階には至っ

ていない。次の段階として所管行政庁が定めることがで

きる気候風土適用住宅認定基準（1.3参照）を沖縄県が具

体的に検討する段階に入れば，制度上の沖縄モデル構築

が課題になると想定している。 

 

4.3 今後の活動課題 

 気候風土に適した住まいづくりの理念と技術を集約す

る活動は，より多くの建築設計者・関係者の関与するも

のとして継続する必要がある。 

 一方，国の省エネ施策は，小規模住宅の適合義務化の

見送りや８地域の基準値の変更が行われた分，今後の義

務化や８地域の施策や基準の具体的な方向に注意深く対

処する必要がある。省エネ基準には気候風土適応住宅と

いう地域での制度構築の余地もあり，次段階の課題とな

ると考えている。 
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＜注＞ 

 1)建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令の第１条第

１項第２合イに定めるもの 

 2)「所管行政庁が地域の気候及び風土に応じた住宅であるこ

とにより外皮基準に適合させることが困難であると認める際の

判断について（技術的助言）」として国土交通省住宅局住宅生

産課長より各都道府県および各指定都市の住宅・建築主務部局

長宛に2016年３月31日付けで出されたもの。 

 3)連絡会議は三団体の会員から構成され，三団体から選出さ

れる幹事を中心に運営する。設立時の会員は15名で会長は沖縄

県建築士会会長西里幸二（設立時より本稿執筆時点まで継続），

筆者らは幹事または事務局，会員として連絡会議の運営に関わ

っている。 

 4)図3-1の「実践を通じて」の項にある６名の建築設計者。 

 5)社会資本整備審議会建築分科会建築環境部会の議事録（国

土交通省のサイトにて公開）によれば，同部会の第15回（2018

年９月），第16回（同10月），第17回（同12月）の審議を経て

方針案が確定されパブリックコメントに至ったと読み取れる。 

 6)第18回（2019年１月19日）の建築環境部会の資料および議

事録による。 

 7)国土交通省のサイトにおいて公開されている社会資本整備

審議会建築部会省エネルギー判断基準等小委員会の第14回

（2019年７月），第15回（同８月），第16回（９月），第17回

（10月）の資料および議事録（第17回以外）による。 

 8)見直しにあたって８地域に鹿児島県の奄美諸島および東京

都小笠原村を加える案が示されており，政令が改正されれば，

８地域は沖縄県だけではなくなる。 

 9)注7）の各議事録によれば，ηACの基準値の変更の説明と

しては外付けブラインドの未普及を主な理由としている。事

務局の説明の中では沖縄の現地事情を確認した経緯がある

ことは別に述べられている。 

 10)注7）の各議事録には該当する作業の必要性や既に関係者

が取り組んでいることを示唆する発言がある。 

 

| 8 プログラム
１．趣旨説明：建築物省エネルギー法と関連施策の内容と経緯
　　連絡会議の取り組み
　　　西里幸二　（連絡会議会長、沖縄県建築士会会長）
　　　松田まり子（蒸暑地域住まいの研究会）
２．沖縄の気候風土に適した住まいづくりについて
　　設計実践集の資料の解題
　　　沖縄の住まいづくりの現代史から
　　　　中本清（蒸暑地域住まいの研究会）
　　　実践を通じて
　　　　金城傑（Ｋ・でざいん）、伊志嶺敏子（伊志嶺敏子一級建築士事務所）
　　　　久高多美子（東設計工房）、大城通（てぃーだ建築設計室）
　　　　金城優（門 JO Disegno Studio）、根路銘安史（アトリエ・ネロ）
　　　コーディネーター
　　　　清水肇（琉球大学）
３．循環を生み出す　建築と環境への試行
　　　澤秀俊（澤秀俊設計環境 主宰）
４．ディスカッション

沖縄の気候風土に適した住まいづくり　公開研究会

主催　　：沖縄の気候風土適応住宅推進連絡会議
共催　　：公益社団法人　沖縄県建築士会
　　　　　一般社団法人　沖縄県建築士事務所協会
　　　　　公益社団法人　日本建築家協会沖縄支部
後援　　：沖縄県
日時　　：2019 年 8月 23 日（金）14時 30 分〜17 時

 

図 3-1 公開研究会の概要 

 

4. 活動の意義と今後の展望 

4.1 活動の成果と意義 

 本活動の目的は，沖縄の気候風土に適した住まいづく

りの方向性を示すとともに，建築物省エネ法にもとづく

省エネ施策が望ましい方向に向かうよう影響を与えるこ

とであった。 

 住まいづくりの方向性については，２章で記した冊子

において課題を 10 項目に整理し，設計実践集の資料を作

成することができた。６名の設計者の取り組みからの実

践の抽出という限られた材料ではあるが，内容は連絡会

議内の議論と公開研究会での発表を経て，過去の沖縄で

の取り組みの蓄積（表 2-1）を踏まえた検討を重ねたも

のである。この資料は第一期版と称しており，引き続き

地域の設計者に開かれた形で資料作成を継続し内容を充

実するための型とすることを意図している。 

 資料集の作成を通じて，多くの項目において，各々の

設計者が課題とし実践してきたことが互いに付合するこ

とを発見したとともに，湿度への対応など個々の模索が

継続しており相違点が発見された事項もあった。独立し

た活動を行う設計者が，共通の気候風土の元での住まい

づくりの理念と技術を共有する場を継続的に設定できた

ことが重要な成果と考えている。 

 省エネ施策への影響については，結果としてηAC の基

準値の変更（予定）という大きな状況の変化があったが，

このことについての連絡会議の活動の影響は公式記録で

は確認することができていない 9)。 

資料 3-1 提言の骨子 

 

 連絡会議としては，様々な機会を通じて県，国他に意

見の表明を行ってきており，状況の変化へ向けて可能な

ことを取り組んだことと，国の基準の見直しの方向があ

る程度一致したものと理解している。 

 ただし，連絡会議の議論においては，ηAC の基準値が

変更されたことについて，基準値がより現状に沿った方

向へ変更されたと評価する一方，外皮基準の基本的な考

え方が変更されていない点で本質的な変更ではないとも

理解している。基準値をめぐる規制の強弱の議論ではな

く，住まいの環境形成の基本的な考え方についての議論

として継続することが重要ととらえている。 

 理念，技術，施策について実質的な検討を継続できる

場を，地域の建築設計関連団体と連携しつつ設定するこ

との意義を示せたことが，本活動の意義であったと考え

ている。 
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実践 NO.1827 

 

地震・津波に対するレジリエントな住まい・コミュニティづくり 

―南海トラフ地震による津波に対する防災計画のパラダイム転換― 

 

 

主査 横山 俊祐＊１ 

委員 徳尾野 徹＊２，蕭 閎偉＊３ 

 

「大津波から暮らしを守り・つなぐための空き家活用による二拠点居住」 

 南海トラフ地震による甚大な津波被害が想定される地域を対象に，『暮らしのレジリエンス』向上に向けての効果的な

手法として，高台地域の空き家活用による二拠点居住を提案する。従来の防災計画においては，その主目的である命は守

られても，一次避難所や画一的な仮設住宅での「着の身着のまま」の生活が強いられる。これに対し，将来の復興や生活

再建を潤滑化し，予め津波の被害から守るべく，家族にとっての大事なものを保管しておくような場，あるいは，被災後

の生活が安定的に持続できるような場を本宅とは別に確保しておくことの必要性と実現可能性を提起する。 

 

キーワード：１）南海トラフ地震，２）津波浸水想定区域，３）空き家活用，４）二拠点居住，５）環境移行， 

６）命と暮らし，７）家族の貴重品，８）四万十町志和地区 

 

THE PLANNING OF RESILIENT HOUSING AND COMMUNITY AGAINST THE EARTHQUAKE 
AND TSUNAMI 

-Paradigm shift of disaster prevention plan for tsunami caused by the Nankai trough earthquake- 

 

 
Ch. Shunsuke Yokoyama 

Mem. Tetsu Tokuono, Kohji Sho 

 

Utilization of a vacant house as the second homebase for smoothing environmental transition to 
post massive tsunami 
 For the areas where the serious tsunami damage caused by the Nankai trough earthquake is assumed, utilization of vacant houses on 

the hill area as the second homebase is suggested for recovery from the earthquake disaster, reconstruction of their lives and 

sustainable community. Even if, in the conventional disaster prevention plan, the life that is to be protected, however, in primary 

refuge and uniform temporary housing their living is forced to "with nothing but the clothes on their back". In contrast, finding a 

second place keeping an important thing for the family or the place that can continue life after the suffering is significant for 

lubricating environmental transition.  

 
1. 活動の背景と目的・意義 

1.1 活動の背景  

 南海トラフ地震に起因して太平洋沿岸部に襲来する津

波の高さは，地域によっては 30mを超えることが予測さ

れている。各自治体ともに,地区別に特性や固有の課題

に応じた緻密で周到な防災計画を策定し，地区の自主防

災組織を中心に，定期的な避難訓練や避難倉庫の設置・

管理・運営が積極的に展開されている。しかしながら，

現状では，防災計画の範疇が概ね『命を守る』ことの一

次避難を優先しながら，生活を凌ぐ場としての仮設住宅

を中心にした二次避難場所の想定計画までに留まり，生

活復興に関するビジョンや計画までは手が回らない状態

にある。その根底には,災害を防ぐことには限界がある

にもかかわらず，依然として地域が「いかに災害と向き

合い，対抗するか」を基軸として，「防災計画＝避難計

画＝命を守る」という直線的な課題が設定され，結果的

に被災後の生活再建や地域再生を断片化・長期化，場当

たり的・画一的なものにしている。そのことが環境移行

における危機的な状況を生み出すことは，これまでの地

震被災地の事例から,想像に難くない。また,既存のコミ
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＜活動協力者＞ 

西里幸二（沖縄県建築士会会長） 

金城傑（K・でざいん） 

久高多美子（東設計工房） 

大城通（てぃーだ建築設計室） 

根路銘安史（アトリエ・ネロ） 

井上智至（琉球大学学生） 

常松寛未（琉球大学学生） 
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